
令和6年度（2024年度）

3

3

2

事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

【成果指標１】資格関係異動処理件数についての評価（件）
令和4年度…3,948、令和5年度…4,010、令和6年度…4,778

【成果指標２】免除受付件数についての評価（件）
令和4年度…2,689、令和5年度…2,376、令和6年度…3,219

【成果指標３】給付受付件数についての評価（件）
令和4年度…324、令和5年度…323、令和6年度…251

【成果指標４】相談事業についての評価（件）
令和4年度…12,899、令和5年度…14,241、令和6年度…12,507

さらなる市民サービス向上には、来庁せずとも可能な手続き
（電子申請）や、来庁せずともよい相談方法（窓口遠隔相談シ
ステム）の周知に努める必要がある。

相談事業 件 12,899 14,241 12,507 窓口・電話での相談件数

給付受付件数 件 324 323 251 各種年金裁定請求受付件数

免除受付件数 件 2,689 2,376 3,219 法定免除・免除・納付猶予・学生納付特例受付件数

資格関係異動処理件数 件 3,948 4,010 4,778 取得・喪失処理、転入・転出報告件数

（１）資格適用　　　　　年金受給権の確保を図り、国民年金制度の適正な運営と長期的な安定を目指す。
（２）保険料免除　　 　 年金受給権の確保と被保険者の経済的な負担軽減を図り、国民年金制度の適正な運営と長期的な安定を
　　　　　　　　　　　　目指す。
（３）給付　　　　　　　申請を適正かつ効率的に行うことで、高齢者・障がい者・遺族・寡婦など、受給権者の状況に応じた所
　　　　　　　　　　　　得保障を行う。
（４）相談　　　　　　　年金受給権の確保に係る相談を行う。令和3年11月からは電子申込システムによる予約受付開始。
　　　　　　　　　　　　令和5年9月から遠隔相談システムを導入。各出張所の来庁者がシステムを利用して年金相談が可能となった。

指  標  名 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 指　標　の　定　義

部局名 市民部
予算執行
所属

市民課

主な歳出
予算科目

一般会計

管理事業名 国民年金事業
総合計画
の体系

5 国民年金費 （目）

地域での暮らしを支えるまちづくり

生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

大綱

政策

施策

福祉・健康

（款） 3 民生費 （項） 1 国民年金費



Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金 14.7 △ 13.8 △ 28.5- - - - 一般財源充当比率 △ 29.1

-
- - - - 受益者負担比率 - - - -

- -
- - - - 徴収不能引当率 - - -

- - -
△16,037 10,494 △8,137 △18,631 経常費用対公共資産比率 - -

16,037 △10,494 8,137 18,631 施設維持補修費比率 -

B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

令和5年度 令和6年度 差
- - - - A B
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標
令和4年度

- 2,488 - △2,488
- △2,488 - 2,488

- - - - 合計 29,172
行政サービス活動収支差額 16,037 △8,006 8,137 16,143 特別職非常勤

677 5.50
55,138 68,906 58,899 △10,007 会計年度任用等 564

-

71,175 60,900 67,036 6,136 常勤・再任用 28,608

月平均従事
人数(人)区分 令和4年度

令和5年度 令和6年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

77 △6,231 6,290 12,520

給与関係費
等(千円)

- - - -
- - - -

16,114 △16,724 14,427 31,152
△16,037 10,494 △8,137 △18,631

- - - -
分
析
内
容

第１号被保険者・任意加入被保険者で算出し、被保険者
１人あたり1,287円のコストがかかっている。

- - - -

- - - - 実績

40,994 40,890
- - - - コスト

1,332 1,894 1,287
特
別
費
用

- - - - 実績 41,350

単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度
- - - -

被保険者１人
コスト

特
別
収
入

- - - -
- - - -

55,060 77,624 52,609 △25,015
16,114 △16,724 14,427 31,152

- - - -
- - - -

2,583 3,343 2,669 △674
1,345 9,302 △4,164 △13,466

-
- 207 498 290
- - - -

負担金・補助金・交付金等 28 7,377 10 △7,367
- - -

- - -
- - - -

経
常
費
用

32,273 36,637 30,667 △5,970
18,831 20,758 22,929 2,171

-

17 1 - △1
71,175 60,900 67,036 6,136

- - - -
- - - -

【PL】
負担金・補
助金・交付
金等

過年度国庫支出金返還金の減　△7,329千円
- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） 71,158 60,898 67,036 6,138
- - - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

特徴的な事項
A B B-A

【BS】
無形固定資
産

遠隔相談システムの減価償却費　△498千円
- - -

勘定科目 令和4年度
令和5年度 令和6年度 差額 勘定科目等

△4982,281 1,783 △498 負債及び純資産の部
合計

2,281 1,783
- - -
- - - △31,138 △24,848 6,290
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △31,138 △24,848 6,290

-
- - - 33,418 26,631 △6,787

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

2,281 1,783 △498 - - -
- - - 30,075 23,962 △6,114

- -
- - - - - -

- -
- - - 30,075 23,962 △6,114

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- - - - - -
- - - - - -

- -
- - - 3,343 2,669 △674

△674
- - - - - -流

動
資
産

- - - 3,343 2,669

- - - -

令和6年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目
令和5年度末 令和6年度末 差額

勘定科目
令和5年度末

71(一般会計・国民年金事業)


